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     自転車事故発生状況の時代背景 －昭和４０年代と平成１０～２０年代－ 

       Historical background of the situation bicycle accident 

                             谷田貝一男 YATAGAI  Kazuo※ 

 

  １．はじめに 

 交通事故全体の件数並びに自転車に関係した事故件数が平成１６年以降減少を続けている一

方で、交通事故全体における自転車に関係した事故件数の割合は上昇を続け、平成１９年以降は

２０%を超えている。その中でも自転車と歩行者との事故が、平成１２年からの１０年間で１.

５６倍１）になっている。 

 その自転車と歩行者との事故発生箇所の１つとして歩道があるが、自転車の歩道通行が認めら

れたのは昭和４５年である。自動車の保有台数の急増に伴い交通事故も増加し、併せて自転車事

故も増加していたことから、窮余の策として自転車と自動車を分離する目的で自転車の歩道走行

が認められたのである。しかし、最近この歩道通行に関して必ずしも安全とは言えないという研

究結果２）３）も報告されている。 

 そこで本稿では自転車利用者の中でも弱者である子ども（１４歳未満）と高齢者（６０歳以上）

に焦点を当て、昭和４０年代の１０年間４）と平成１３年からの１０年間５）に発生した事故が何に

起因するのか、外的要因を対比して探ることにした。 

 

  ２．交通事故全体の比較 

（１）事故件数 

 昭和４０年代は４２５９４４件から７２０８８０件で推移し、４４年を境にして増加から減少

に転じ４９年は４４年の０.６８倍である。平成１０～２０年代は７２５７７３件から９５２１

９１件で推移し、１６年を境にして増加から減少に転じ２２年は１６年の０.７６倍である（図

１）。 

  

 

 

 

 

 

 図１ 交通事故全体の発生件数の推移（横目盛は４０年と１３年から各１年毎 以下同様） 

（２）負傷者数 

 昭和４０年代は４２５６６６人から９８１０９６人で推移し、４５年を境にして増加から減少

に転じ４９年は４５年の０.６６倍である。平成１０～２０年代は８９６２０８人から１１８３

１２０人で推移し、１６年を境にして増加から減少に転じ２２年は１６年の０.７６倍である（図

２）。 

  

 

 

 

 

 

           図２ 交通事故全体による負傷者数の推移 
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（３）死者数 

 昭和４０年代は１１４３２人から１６７６５人で推移し、４５年を境にして増加から減少に転

じ、４９年は４５年の０.６８倍である。平成１０～２０年代は４８６３人から８７４７人で推

移し、一貫して減少し、２２年は１３年の０.５６倍である（図３）。 

  

 

 

 

 

 

           図３ 交通事故全体による死者数の推移 

 

  ２．自転車事故全体の比較 

（１）事故件数 

 自転車事故件数を第１当事者で見ると昭和４０年代は１３０３４件から１７２９４件で推移

し、４６年を境にして増加から減少に転じ、４９年は４６年の０.８９倍である。平成１０～２

０年代は２３６０９件から２８２３５件で推移し、１６年を境にして増加から減少に転じ、２２

年は１６年の０.８４倍である（図４）。 

  

 

 

 

 

 

           図４ 自転車事故の発生件数（１次当事者）の推移 

 第１当事者と第２当事者の合計で見ると昭和４０年代はデータが少ないため傾向は判断でき

ないが、ほぼ６７０００件から８００００件の間を推移していると推察される。平成１０～２０

年代は１５１６２６件から１８７９８０件で推移し、第１当事者と同じく１６年を境にして増加

から減少に転じ、同２２年は１６年の０.８１倍である（図５）。 

  

 

 

 

 

 

図５ 自転車事故の発生件数（第１次当事者＋第２次当事者）の推移 

 次に交通事故件数全体に対する自転車事故件数の割合を第１当事者で見ると、昭和４０年代は 

２.７％から３.４％の間で推移し、４５年を境にして減少から増加に転じている。平成１０～２

０年代は２.６％から３.４％で推移し、１９年までは増加しているが、それ以降はほぼ同じ値で

推移している（図６）。しかし、第１当事者と第２当事者の合計で平成１０～２０年代を見ると

２０年までは１８.５％から２１.２％まで大きく増加し、その後はほぼ同じ値で推移している

（図７）。 

 すなわち交通事故全体の発生件数が減少する中、自転車事故発生件数の交通事故発生件数全体
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に対する割合は昭和４０年代も平成１０～２０年代も増加している。 

  

 

 

 

 

 

   図６ 自転車事故発生件数の交通事故発生件数に対する割合（１次当事者）の推移 

  

 

 

 

 

 

図７ 自転車事故発生件数の交通事故発生件数に対する割合（１次当事者＋２次当事者）の推移 

（２）負傷者数 

 昭和４０年代は６５７３４人から８８１３０人で推移し、４４年を境にして増加から減少に転

じ、４９年は４４年の０.８２倍である。平成１０～２０年代は１５０９７３人から１８９３９

２人で推移し、１６年を境にして増加から減少に転じ、２２年は１６年の０.８０倍である（図

８）。 

  

 

 

 

 

 

図８ 自転車事故による負傷者数の推移 

 次に交通事故全体による負傷者数に対する自転車事故による負傷者数の割合は、昭和４０年代

は８.６％から１２.７％の間で推移し、４５年を境にして減少から増加に転じ、４９年は４５年

の１.２８倍である。平成１０～２０年代は１５.０％から１７.２％で推移し、２０年を境にし

て増加から減少に転じ、２２年は２０年の０.９８倍である（図９）。 

  

 

 

 

 

 

   図９ 自転車事故による負傷者数の交通事故全体による負傷者数に対する割合の推移 

（３）死者数 

 昭和４０年代は１２９９人から１９７９人で推移し、４４年を境にして増加から減少に転じ、 

４９年は４４年の０.６６倍である。平成１０～２０年代は６５８人から９９２人で推移し、一

貫して減少し、２２年は１３年の０.６６倍である（図１０）。 
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            図１０ 自転車事故による死者数の推移 

 次に交通事故全体による死者数に対する自転車事故による死者数の割合は、昭和４０年代は４

６年が最小であるが、１４.０％から１０.７％で概ね減少傾向となっている。平成１０～２０年

代は２１年を最大としているが、１１.３％から１４.１％で概ね増加傾向になっている（図１１）。 

  

 

 

 

 

 

   図１１ 自転車事故による死者数の交通事故全体による死者数に対する割合の推移 

 

  ３．子どもの自転車事故の比較 

（１）事故件数 

 子どもが自転車乗車中に発生した事故件数を第１当事者で見ると昭和４０年代は３８７２件

から６９６４件で推移し、４７年を境にして増加から減少に転じ、４９年は４７年の０.９４倍

である。平成１０～２０年代は２７１５件から４０６９件で推移し、１６年を境にして増加から

減少に転じ、２２年は１６年の０.６９倍である（図１２）。 

  

 

 

 

 

 

      図１２ 子どもが自転車乗車中に発生した事故件数（１次当事者）の推移 

 次に自転車全体の事故件数に対する子どもが自転車乗車中に発生した事故件数の割合を第１

当事者で見ると、昭和４０年代は２４.７％から４２.６％の間で推移し、概ね増加傾向となり４

９年は４３年の１.７３倍である。平成１０～２０年代は１１.５％から１６.４％で推移し、概

ね減少傾向となり２２年は１３年の０.７０倍である（図１３）。 

  

 

 

 

 

 

       図１３ 自転車事故件数に対する子どもの事故件数の割合の推移 

（２）負傷者数 
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 昭和４０年代は１６３４６人から２６５１１人で推移し、４８年を境にして増加から減少に転

じ、４９年は４８年の０.８７倍である。平成１０～２０年代は１４３５２人から２３７５０人

で推移し、１６年を境にして増加から減少に転じ、２２年は１６年の０.６０倍である（図１４）。 

  

 

 

 

 

 

          図１４ 自転車事故による子どもの負傷者数の推移 

 次に自転車事故全体による負傷者数に対する自転車事故による子どもの負傷者数の割合は、昭

和４０年代は２３.６％から３２.７％の間で推移し、概ね増加傾向となり４９年は４４年の１.

３６倍である。平成１０～２０年代は１１.５％から１６.４％で推移し、１８年から減少し２２

年は１３年の０.７８倍である（図１５）。 

  

 

 

 

 

 

     図１５ 自転車事故による負傷者数に対する子どもの負傷者数の割合の推移 

（３）死者数 

 昭和４０年代は１６４人から３２３人で推移し、４７年に増加した以外は減少、４９年は４４

年の０.５１倍である。平成１０～２０年代は１１人から４０人で推移し、一貫して減少し、２

２年は１３年の０.２８倍である（図１６）。 

  

 

 

 

 

 

           図１６ 自転車事故による子どもの死者数の推移 

 次に自転車事故全体による死者数に対する自転車事故による子どもの死者数の割合は、昭和４

０年代は４５年を最小としているが、１２.６％から１７.９％で増減を繰り返す傾向である。平

成１０～２０年代は１６年と２１年で前年を上回っている以外は１.７％から４.２％で概ね減

少傾向で、２２年は１３年の０.４３倍である（図１７）。 

  

 

 

 

 

 

      図１７ 自転車事故による死者数に対する子どもの死者数の割合の推移 
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子ども車生産台数 子どもの人口 自動車の保有台数 道路延長距離 歩道延長距離

相関係数 0.73 0.43 0.91 0.85 -0.13

5%有意水準 0.02 0.28 0.00 0.02 0.87

相関係数 0.02 -0.59 -0.61 -0.61 -0.56

5%有意水準 0.97 0.22 0.20 0.02 0.67

相関係数 0.93 0.65 0.75 0.74 0.33

5%有意水準 0.01 0.17 0.09 0.16 0.67

事故件数

死者数

負傷者数

昭和４０年代 平成１０～２０年代

自転車事故に対する割合 1 ０.２７（最大）

子どもの人口に対する割合 ０.２２～０.４３ ０.２４～０.３５

子ども車生産台数に対する割合 ２６.１８～５０.４３ １２.４４～２４.１９

子ども車全生産台数に対する全件数割合 37.19 16.92

自動車保有台数に対する割合（％×１００） ２.２８～３.０３ ０.３５～０.５５

自動車全保有台数に対する全件数割合（％×１００） 2.76 0.47

道路延長距離に対する割合（％×１００） ３５.５８～６７.１６ ２６.６０～３５.９４

歩道延長距離に対する割合（％） ２２.２１～３８.５２ ０.２７～０.３６

昭和４０年代 平成１０～２０年代

自転車事故に対する割合 1 ０.３０（最大）

子どもの人口に対する割合 ０.９９～１.６０ １.２４～１.９８

子ども車生産台数に対する割合 １０３.５６～１８２.８４ ６５.７７～１２８.７３

子ども車全生産台数に対する全負傷者数割合 153.64 94.11

自動車保有台数に対する割合（％×１００） ８.０６～１６.６７ １.８３～３.０８ 

自動車全保有台数に対する全負傷者数割合（％×１００） 10.51 2.59

道路延長距離に対する割合（％×１００） １６５.３２～２５２.８５ １３８.３３～２０１.２１

歩道延長距離に対する割合（％） ７８.４０～１３０.７２ １.３８～２.０１

（４）事故の要因 

 子どもの自転車事故発生状況をまとめると以下の通りとなる。 

ア）昭和４０年代 

事故件数、負傷者数、死亡者数の実数値の減少開始時期はいずれも自転車事故全体の実数値の減

少開始時期よりも１～３年遅れている。 

イ）平成１０～２０年代 

負傷者数の実数値の減少開始時期が自転車事故全体の実数値の減少開始時期よりも２年遅れて

いる以外は、減少状況は自転車事故全体の減少状況と同じである。 

ウ）昭和４０年代と平成１０～２０年代の対比 

実数値は事故件数、負傷者数が４３～４４年までは１６～１７年までより低いのに対して４８～

４９年は２２年より高く、死者数は昭和４０年代が高い。昭和４０年代の平成１０～２０年代に

対する割合は最大で事故件数２.５６倍、負傷者数３.３３倍、死者数１１.１１倍である。減少

率は昭和４０年代では事故件数、負傷者数が自転車事故全体よりも低いのに対して平成１０～２

０年代では事故件数、負傷者数、死亡者数のいずれも自転車事故全体より高い。自転車事故全体

に対する子どもの事故の占める割合は死亡者数が同傾向であるが、事故件数、負傷者数は昭和４

０年代が増加に対して平成１０～２０年代は減少である。 

 ここで、子どもの自転車事故発生状況の時代背景を考察するにあたり、交通規則違反等の内部

的要因は除外し、外部的要因として子ども車の生産台数・子どもの人口・自動車の保有台数・道

路延長距離・歩道延長距離を用いて、各要因に対する事故件数、負傷者数の割合（表１）、相関

係数と５％有意水準（表２）を求めた。 

       表１ 子どもの事故の外的要因に対する事故件数、負傷者数の割合 

   事故件数 

 

 

 

  

 

 

   負傷者数 

 

  

 

  

 

 

       表２ 子どもの事故と外的要因との相関係数・５％有意水準 

   昭和４０年代 
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昭和４０～４９年 

平成１３～２２年 

子ども車生産台数 子どもの人口 自動車の保有台数 道路延長距離 歩道延長距離

相関係数 -0.32 0.69 -0.29 -0.51 -0.50

5%有意水準 0.37 0.51 0.37 0.37 0.69

相関係数 -0.71 0.84 -0.69 -0.83 -0.84

5%有意水準 0.02 0.00 0.03 0.01 0.02

相関係数 -0.47 0.82 -0.47 -0.76 -0.76

5%有意水準 0.17 0.00 0.17 0.02 0.02

事故件数

死者数

負傷者数

   平成１０～２０年代 

 

 

 

 

 

 これらによると子ども車の生産台数、自動車の保有台数、道路延長距離、歩道延長距離が事故

件数と負傷者数に関係していると認められる。 

（ａ）子ども車の生産台数 

 昭和４０年代の全車種の輸入台数は４７年までは１万台に満たず、４８年で７.９万台、４９

年で１４.３万台と少数であるため国内の生産台数だけとしたが、平成１０～２０年代は国内と

輸入を合わせた台数を生産台数とした。平成１０～２０年代は１０年間で総計２１３４万台に対

して、昭和４０年代は１０年間で１４０６万台と６６％にしか過ぎないが、４２年から４８年の

間の増加率は２.８倍で、４８年の実数値は平成１０～２０年代の実数値を上回っている（図１

８）。このことは事故件数、負傷者数、死亡者数の実数値の減少開始時期が自転車事故全体の実

数値の減少開始時期よりも１～３年遅れていること並びに４８～４９年は２２年より高いこと

と関係があると推察できる。また４９年から減少を開始していることが事故件数、負傷者数、死

亡者数の実数値、負傷者数、死亡者数の自転車事故全体に対する割合がそれぞれ４９年に減少を

開始していることとも関係があると推察できる。 

子ども車生産台数の全生産台数に対する割合は昭和４０年代が０.２６、平成１０～２０年代 

が０.１８で、昭和４０年代は平成１０～２０年代の１.４４倍である。このことは子ども車の全

生産台数に対する事故件数、負傷者数の割合が昭和４０年代は平成１０～２０年代の２.２倍、

１.６倍で、減少率の相違にも関係していると推察できる。 

  

 

 

 

 

 

             図１８ 子ども車生産台数の推移 

（ｂ）自動車の保有台数 

 平成１０～２０年代は７５００万～７８００５万台で推移し、１０年間で総計７億７４０５万

台に対して昭和４０年代は９年間で総計１億７４４０万台に過ぎないが増加率は２.９倍である。 

 全保有台数に対する事故件数、負傷者数の割合が昭和４０年代は平成１０～２０年代の５.９ 

倍、４.１倍である。 

 以上より昭和４０年代の事故件数、負傷者数の増加の背景には子ども車生産台数、自動車保存

台数の増加があると認められる。平成１０～２０年代の事故件数、負傷者数は減少しているにも

関わらず子ども車生産台数、自動車保存台数はほぼ同値で推移していることから、要因としては

認めにくい。しかし交通事故全体による負傷者数に対する自転車事故による負傷者数の割合を見

ると平成１０～２０年代は昭和４０年代の３倍に達している。そこで事故発生場所を要因として

道路延長距離と歩道延長距離を考えてみる。 

 道路延長距離との関係を昭和４０年代と平成１０～２０年代で比較する。４１年９８８７７４

㎞から４９年１０５７６４８㎞、１３年１１６４７９６㎞から２１年１２００２２５㎞で距離の



8 

 

4299 

2317 

5699 6051 6335 
7000 6723 6644 6644 

6189 

6021 

5596 

0 

2000 

4000 

6000 

8000 

件

 

昭和４０～４９年 

平成１３～２２年 

25.63  

15.06  

22.94  23.73  24.57  24.79  24.04  24.38  24.54  23.91  24.45  23.70  

0 

10 

20 

30 

割
合
（
％
）

 

昭和４０～４９年 

平成１３～２２年 

10400 15278 15236 15288 14577 13423 11533 

37997 39853 40500 42836 41514 40046 39715 38169 37086 35863 

0 

20000 

40000 

60000 

人

 

昭和４０～４９年 

平成１３～２２年 

差は少ないが、延長距離に対する各割合は事故件数が昭和４０年代で大きく負傷者数はほぼ同値、

相関と有意差は各年代の事故件数、負傷者数、死者数とも無視はできない。歩道延長距離との関

係としてその割合を比較すると昭和４０年代は距離が短いため大きくなるが平成１０～２０年

代は事故件数以外の負の相関は強く、その有意の差が認められる。明らかに歩道走行の結果であ

ると考えられる。 

 

  ４．高齢者の自転車事故の比較 

（１）事故件数 

 高齢者が自転車乗車中に発生した事故件数を第１当事者で見ると昭和４０年代はデータが２

年間しかないため推移傾向は不明である。平成１０～２０年代は５５９６件から７０００件で推

移し、１６年を境にして増加から減少に転じ、２２年は１６年の０.８０倍である。（図２０）。 

  

 

 

 

 

 

     図２０ 高齢者が自転車乗車中に発生した事故件数（１次当事者）の推移 

 次に自転車全体の事故件数に対する高齢者が自転車乗車中に発生した事故件数の割合を第１

当事者で見ると、２２.９％から２４.８％のほぼ一定の値で推移している（図２１）。 

  

 

 

 

 

 

       図２１ 自転車事故件数に対する高齢者の事故件数の割合の推移 

（２）負傷者数 

 昭和４０年代は１０４００人から１５２８８人で推移し、４６年を境にして増加から減少に転

じ、４９年は４６年の０.７５倍である。平成１０～２０年代は３５８６３人から４２８３６人

で推移し、１６年を境にして増加から減少に転じ、２２年は１６年の０.８４倍である（図２２）。 

  

 

 

 

 

 

          図２２ 自転車事故による高齢者の負傷者数の推移 

 次に自転車事故全体による負傷者数に対する自転車事故による高齢者の負傷者数の割合を見

ると、昭和４０年代は１５.８％から１８.１％の間で推移し、４５年を境にして増加から減少に

転じている。平成１０～２０年代は２１.５％から２３.８％で推移し、増加で推移している（図

２３）。 
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     図２３ 自転車事故による負傷者数に対する高齢者の負傷者数の割合の推移 

（３）死者数 

 昭和４０年代は５５５人から８０３人で推移し、４５年に増加した以外は減少し、４９年は４

５年の０.６９倍である。平成１０～２０年代は４７３人から６９８人で推移し、ほぼ減少し、

２２年は１５年の０.６８倍である（図２４）。 

  

 

 

 

  

 

           図２４ 自転車事故による高齢者の死者数の推移 

 次に自転車事故全体による死者数に対する自転車事故による高齢者の死者数の割合は、昭和４

０年代は３６.７％から４２.７％の間を隔年で増減を繰り返しながら全体は増加する傾向であ

る。平成１０～２０年代は６６.２％から７２.２％までの間を隔年で増減を繰り返しながらも全

体は概ね平行に推移する傾向である（図２５）。 

 

 

 

 

 

 

      図２５ 自転車事故による死者数に対する高齢者の死者数の割合の推移 

（４）事故の要因 

 高齢者の自転車による事故発生状況をまとめると以下の通りとなる。 

ア）昭和４０年代 

負傷者数、死亡者数の実数値の減少開始時期はいずれも自転車事故全体の実数値の減少開始時期

と同じである。 

イ）平成１０～２０年代 

事故件数、負傷者数、死者数の実数値の減少開始時期は自転車事故全体の実数値の減少開始時期

と同じである。 

ウ）昭和４０年代と平成１０～２０年代の対比 

実数値は負傷者数が平成１０～２０年代が２４０００～２５０００人多いのに対して死者数は

昭和４０年代が１５０～２５０人多い。減少率は昭和４０年代では負傷者数が自転車事故全体よ

りも低く死者数は高いのに対して平成１０～２０年代では事故件数が自転車事故全体より高く

負傷者数、死亡者数は低い。自転車事故全体に対する高齢者の事故の占める割合で見ると負傷者

数は平成１０～２０年代が昭和４０年代の１.２～１.５倍、死者数は平成１０～２０年代が昭和
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昭和４０年代 平成１０～２０年代

自転車事故に対する割合 1 １.５１（最大）

高齢者の人口に対する割合 １.１２～１.７２ １.３４～１.８２

高齢者の自転車利用人口に対する割合 ３.１２～４.６９ １.４６～１.９８

生産台数に対する割合（％×１００） １９.２０～５３.０１ ３９.２１～４２.２１

全生産台数に対する全負傷者数割合 31.18 41.30

自動車保有台数に対する割合（％×１００） ４.０２～１０．６０ ４.６１～５.３２

自動車全保有台数に対する全負傷者数割合（％×１００） 5.79 5.08

道路延長距離に対する割合（％×１００） １０５.１８～１５２.０５ ３０８.９９～３６２.９１

歩道延長距離に対する割合（％） ３９.０４～８９.９０ ３.０９～３.６３

生産台数 高齢者の人口 自動車の保有台数 道路延長距離 歩道延長距離

相関係数 　 　 　 　 　

5%有意水準 　 　 　 　 　

相関係数 0.34 -0.81 0.80 -0.82 -0.81

5%有意水準 0.51 0.05 0.05 0.03 0.19

相関係数 0.35 0.15 0.18 0.00 -0.96

5%有意水準 0.45 0.74 0.69 0.89 0.04

事故件数

死者数

負傷者数

生産台数 高齢者の人口 自動車の保有台数 道路延長距離 歩道延長距離

相関係数 0.58 -0.27 0.39 0.30 0.31

5%有意水準 0.02 0.45 0.26 0.43 0.42

相関係数 0.51 -0.90 -0.81 -0.93 -0.94

5%有意水準 0.05 0.00 0.01 0.00 0.00

相関係数 0.92 -0.62 -0.04 -0.25 -0.24

5%有意水準 0.00 0.05 0.91 0.51 0.53

事故件数

死者数

負傷者数

昭和４０年代 平成１０～２０年代

自転車事故に対する割合 1 1.９７（最大）

高齢者の人口に対する割合 ０.０５～０.０８ ０.０２～０.０３

高齢者の自転車利用人口に対する割合 ０.１５～０.２４ ０.０２～０.０３

生産台数に対する割合（％×１００） ０.９２～２.５２ ０.５４～０.７１

全生産台数に対する全死者数割合 1.35 0.60

自動車保有台数に対する割合（％×１００） ０.１９～０.４３ ０.０６～０.０９

自動車全保有台数に対する全死者数割合（％×１００） 0.28 0.07

道路延長距離に対する割合（％×１００） ５.２５～７.２３ ４.１２～５.９４

歩道延長距離に対する割合（％） １.８８～４.０８ ０.０４～０.０６

４０年代の０.６～１.２倍である。また昭和４０年代の負傷者数が減少、平成１０～２０年代の

事故件数が平行である以外は増加である。 

 ここで、高齢者の自転車事故発生状況の時代背景を考察するにあたり、交通規則違反等の内部

的要因は除外し、外部的要因として自転車の生産台数（子ども車を除く）・高齢者の人口・自動

車の保有台数・道路延長距離・歩道延長距離を用いて、各要因に対する負傷者数、死者数の割合

（表３）、相関係数と５％有意水準（表４）を求めた。 

       表３ 高齢者の事故の外的要因に対する事故件数、負傷者数の割合 

   負傷者数 

 

  

 

  

 

 

 

   死者数 

 

 

  

 

 

 

 

表４ 高齢者の事故と外的要因との相関係数・５％有意水準 

   昭和４０年代 

 

 

 

  

  

平成１０～２０年代 

 

 

 

 

 

 高齢者人口に対する負傷者数、死者数の割合は両年代ともほぼ同じであるが、人口は平成１０

～２０年代が昭和４０年代の５.５～８.３倍であるため実数値は平成１０～２０年代が高くな

るはずである。しかし、死者の実数値と高齢者の利用率６）から求めた実質利用者数に対する負傷

者数と死者数の割合は昭和４０年代が高い。死亡事故の要因として対自動車が考えられることか

ら自動車保有台数の増加を見る（図２６）と昭和４０年からの１０年間で１８９０万８２５７台、

平成１３年からの１０年間で１８５万１２４７台と昭和４０年代が実質増加台数、増加割合の高

く、相関も強いため昭和４０年代の死者数の高い原因として自動車保有台数の増加があると推察
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           図２６ 自動車保有台数の推移 

 また歩道延長距離が昭和４６年から４年間で１万２５３５㎞増加、増加率１.７倍、平成１３

年から９年間で２万１６１５㎞増加、増加率１.１倍である。昭和４５年から歩道走行が認めら

れたこと、歩道延長距離が急増したこと、大きな負の相関が認められることから歩道通行の効果

により負傷者数、死者数が減少し、死者の減少率が自転車事故全体の死者数の減少率より高いの

は高齢者により大きい効果があったと推察される。 

 平成１０～２０年代において事故件数、負傷者数、死者数の実数値は減少しているものの、自

転車事故全体に対する割合で事故件数は増減がないが負傷者数、死者数は増加しているのは高齢

者の人口が増加していること、歩道延長距離と負傷者数との相関が昭和４０年代は認められるが

平成１０～２０年代は認められず、道路延長距離の増加距離は平成１０～２０年代も昭和４０年

代も同じである、これらの結果から負傷者数の減少に対して歩道走行効果が表れていないと推察

できる。 

 

  ５.まとめ 

 １４歳未満の子どもと６０歳以上の高齢者の自転車事故による負傷者数と死者数を昭和４０

年代と平成１０～２０年代で比較し、変化の要因を求めた。 

 ①負傷者数 

   自転車事故全体に対する割合は昭和４０年代では両者合わせて４０%台、子どもは増加で 

   高齢者は減少、子どもは高齢者の１.３～２.１倍、平成１０～２０年代では両者合わせて 

   ３０％台、子どもは減少、高齢者は増加、子どもは高齢者の０.４～０.６倍である。 

 ②死者数 

   自転車事故全体に対する割合は昭和４０年代では両者合わせて５０%台、子どもは減少で 

   高齢者は増加、子どもは高齢者の０.３～０.５倍、平成１０～２０年代では両者合わせて 

   ７０％台、子どもは減少、高齢者は増加、子どもは高齢者の０.０２～０.０６倍である。 

 昭和４０年代における子どもの事故件数、負傷者数の増加は子ども用自転車の生産台数と自動

車保有台数の増加に関係し、死者数の割合の増加は自動車保有台数の増加に関係している。また

昭和４７～４８年より事故件数、負傷者数、死者数が減少しているのは歩道走行も関係している 

可能性がある。平成１０～２０年代における事故件数、負傷者数の減少は歩道走行と関係してい

る。 

 昭和４０年代における高齢者の実質利用者に対する負傷者数と死者数が平成１０～２０年代

より高く、特に死者数は自動車保有台数の増加と関係が高い。平成１０～２０年代における負傷

者数、死者数の割合が増加しているのは高齢者人口の増加によることと歩道走行の効果が高齢者

に対しては現れていないことに関係している。 
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